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2014年 11月 21日 

＜報道関係各位＞ 
BSA | The Software Alliance 

「データを機微性に応じて保護し、越境データの自由な流通を確保すべき」 

BSA、個人情報保護法改正国際会議で提言 

BSA | The Software Alliance（BSA | ザ・ソフトウェア・アライアンス、以下 BSA）は本日、2014年 11

月 14日に開催された「個人情報保護法改正国際会議」に於いて、BSAのプレジデント兼 CEOのビク

トリア・エスピネルが「データを機微性に応じて保護し、越境データの自由な流通を確保すべきだ」との

提言を行ったことを発表しました。 

同会議は、個人情報保護法が来年改正される見込みであることを踏まえ、個人情報の保護と利活用

について日本経済と消費者保護にメリットをもたらすバランスのとれたアプローチを検討する目的で開

催されたもので、BSA の主催により国内外のプライバシーとデータ保護の専門家のほか、米国大使館、

日本政府、国会議員、経済団体、消費者団体らが参加し、同法改正が目指すビッグデータの活用とパ

ーソナルデータの適切な保護について、それぞれの視点から活発な議論が行われました。 

BSA のプレジデント兼 CEO ビクトリア・エスピネルは、スピーチの中で「データの有効活用には、デー

タの適切な保護に対する人々の信頼が不可欠です。そして、事業者は信頼を得るべく、データの機微

性に応じて責任をもって保護していくことが重要です」と、機微性に応じたデータ保護による人々からの

データ活用への信頼の獲得の重要性を訴えました。 

また、エスピネルは、「今回の個人情報保護法改正にあたっては、データ・ドリブン・イノベーションを引

き続き発展させていくため、過度に詳細な規律を設けるのではなく、十分な柔軟性を持たせることが重

要です」と改正の方向性に関して提言を行い、また、「BSA は、デジタル製品・サービス市場の成長を

促すため、国境を越えた自由なデータ流通を確保すること、そのためには、サーバー等の設置場所を

制限しないことを各政府に訴えています。日本は、環太平洋パートナーシップ（TPP）交渉の機会を活

かし、他国と協調しながら電子商取引分野の議論をリードすることが重要です」と越境データの自由な

流通確保に向けた日本政府の役割への期待を強調しました。 

 

なお、BSA では、サーバー等インフラの設置場所の制限という越境データの自由な流通に対する課題

を含むデジタル保護主義の拡大問題に関し、その抑止を目的として、将来を見据えた貿易アジェンダ

を提案する最新の調査報告書『Powering the Digital Economy: A Trade Agenda to Drive Growth

（デジタル経済の推進：成長を促進するための経済アジェンダ）』を発表しています。BSA の報告書の

全文は下記からご覧いただけます。 

 

『Powering the Digital Economy: A Trade Agenda to Drive Growth 

（デジタル経済の推進：成長を促進するための経済アジェンダ）』 
http://bsa.or.jp/wp-content/uploads/Powering_the_Digital_Economy_J.pdf 
 

 

＃＃＃ 

http://bsa.or.jp/wp-content/uploads/Powering_the_Digital_Economy_J.pdf


参考資料： 個人情報保護法改正国際会議 開催概要 

 

催事名：    個人情報保護法改正国際会議～海外事例と最新状況から保護と利活用を考える～ 

日時：      2014年 11月 14日（金）10:00～13:00 

会場：      衆議院第一議員会館・国際会議室 

主催：      BSA|ザ・ソフトウェア・アライアンス（BSA） 

共催・協賛：  一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA）、 

一般社団法人 情報サービス産業協会（JISA） 

後援：     在日米国商工会議所（ACCJ） 

プログラム： 

1. 開会の挨拶   BSA|ザ・ソフトウェア・アライアンス  

プレジデント兼最高経営責任者 ビクトリア A. エスピネル 

2. 基調講演     Information Integrity Solutions マネージング・ディレクター  

（1999年～2004年：豪州 プライバシー・コミッショナー） 

マルコム・クロンプトン 

3. 特別講演     デル社 データ・プロテクション＆プライバシー・マネジャー 

             ルース・カリネン 

4. 「日本の個人情報保護法制と改正に向けた状況」 

自民党 IT 戦略特命委員長 平井 たくや 議員 

特定個人情報保護委員会 堀部 政男 委員長 

内閣官房情報通信技術(IT)総合戦略室  瓜生 和久 内閣参事官 

5. ラウンドテーブル・ディスカッション 
日本消費者協会 松岡 萬里乃 理事長、国内業界団体等 

 

【BSA | The Software Alliance について】 

BSA | The Software Alliance（BSA | ザ・ソフトウェア・アライアンス）は、グローバル市場において世界の 

ソフトウェア産業を牽引する業界団体です。BSAの加盟企業は世界中で最もイノベーティブな企業を中心

に構成されており、経済の活性化とより良い現代社会を築くためのソフトウェア・ソリューションを創造してい

ます。ワシントン DCに本部を構え、世界 60 カ国以上で活動する BSAは、正規ソフトウェアの使用を促進

するコンプライアンスプログラムの開発、技術革新の発展とデジタル経済の成長を推進する公共政策の支

援に取り組んでいます。 

詳しくはウェブサイトをご覧ください。 

ホームページ : http://bsa.or.jp 

マイクロサイト : http://145982.com/ （違法告発.com） 

Twitter公式アカウント: https://twitter.com/BSA_100/ 

Facebook 公式ページ: https://www.facebook.com/BSATheSoftwareAllianceJapan/ 

 

 

 

【掲載時の読者のお問合せ先】 

BSA | ザ・ソフトウェア・アライアンス（BSA）：bsa.or.jp 
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